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固定資産（系統用蓄電所設備）及び電力接続権の取得に関するお知らせ 
 

当社は、2025 年７月 24 日開催の取締役会において、日本エネルギー総合システム株式会社（代

表取締役 黒淵 誠二。以下、「JEIS 社」といいます。）から、系統用蓄電所の設備及び電力接続権

を取得することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本件は、適時開示に該当する事項であるにもかかわらず、開示が遅れましたことを深くお

詫び申し上げます。 

当社は本件を厳粛に受け止め、再発防止策の早急な策定及び社内体制の強化を図るとともに、今

後は適時開示制度の重要性に鑑み、適時適切な開示に努めてまいります。 

 

記 

 

１．取得の理由 

当社は、2025年７月17日付け「新たな事業の開始に関するお知らせ」において公表いたしましたとおり、

再生可能エネルギー事業の事業領域の拡大を図るため新たな事業として系統用蓄電所事業に参入いたし

ました。  

この度、JEIS社より設備及び電力接続権（以下、「本事業」といいます。）２物件を取得することを決議い

たしました。  

 

２．事業の概要 

 （１）本事業の内容  

当社は、JEIS社より系統用蓄電所設備及び電力会社への電力接続権を取得いたします。今後取得済

みの土地に、関係会社と協業し系統用蓄電所を開発し、電力のアグリゲーター（電力を使用する需要家

と電力会社の間に立ち、電力の需要と供給のバランスコントロールや、各需要家のエネルギーリソースの

最大限の活用に取り組む事業者で「特定卸供給事業者」ともいいます。）と契約のうえ、系統用蓄電所事

業を行ってまいります。 

 （２）当事業年度における売上高及び経常利益 

系統用蓄電所の設備及び電力会社へ売電するための電力接続権を取得することによる、売上高及び

経常利益の計上はございません。 

 （３）取得価額及び決済方法 

取得価額につきましては、相手先の意向により非開示としております 

 

 

 



３．本事業取得の概要 

 ①紀の川上田井発電所 

（１） 所 在 地 和歌山県紀の川市上田井字尾崎谷423-1 

（２） 接 続 電 力 会 社 関西電力送配電株式会社 

（３） 蓄 電 池 メ ー カ ー HUAWEI 

（４） P C S メ ー カ ー   HUAWEI 

（５） 申 請 出 力 ／ 容 量  定格出力２MW  定格容量８MWh 

 

②紀の川桃山町発電所 

（１） 所 在 地 和歌山県紀の川市桃山町最上字東垣内400-1他 

（２） 接 続 電 力 会 社 関西電力送配電株式会社 

（３） 蓄 電 池 メ ー カ ー HUAWEI 

（４） P C S メ ー カ ー   HUAWEI 

（５） 申 請 出 力 ／ 容 量  定格出力２MW  定格容量８MWh 

 

４．取得相手先の概要 

（１） 名 称 日本エネルギー総合システム株式会社 

（２） 所 在 地 香川県高松市林町 1964番地１ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 黒淵 誠二 

（４） 事 業 内 容 再生可能エネルギー事業。蓄電池システムの開発・ 

販売・設置・管理、蓄電池関連商材の販売。 

自社蓄電所の開発・運営 

（５） 資 本 金 100百万円 

（６） 設 立 年 月 2013年５月 

（７） 上場会社と当該会社との間の関係 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 

５． 工期スケジュール 

（１）  工事着工日 2025年 ９月中旬（済） 

（２）  工事完了日 2025年11月下旬（済） 

（３）  運転開始日 2026年 １月下旬（予定） 

 

６．今後の見通し  

本事業取得が当社の2026年２月期通期連結業績に与える影響につきましては、本日公表の「2026年２

月期第３四半期決算短信」に反映済みです。 

また、本日公表の「固定資産の保有目的変更に関するお知らせ」に記載のとおり、いずれの事業も当初

の固定資産から本日付けで流動資産（販売用不動産）に保有目的変更しております。 

なお、いずれの事業も会計処理は適正に実施しており、開示遅延による業績への影響は一切ございま

せん。 

以 上 


